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平成30年度診療報酬改定に係る要望書（第2回）

平成30年度(2018年度）は診療報酬と介護報酬の同時改定であるが、医療の現場に於

いても、 医師・看護師に限らず様々な職種が協働して診療にあたることが求められてい

る一方、 医師の働き方改革への早急な対応が大きな課題となってきている。 しかし、 近

年の医療費抑制政策と人件費の高騰等により、 多くの病院経営調査においても、 大小を

問わず多くの病院の経営状況は急激に悪化している実態が報告されている。

日本病院団体協議会としては、 このような状況を鑑み、 まず全ての病院の病棟入院基

本料の大幅引き上げが不可欠と考える。 更に、 中央社会保険医療協議会でのこれまでの

議論を踏まえ、 前回（平成29年5月9日）の要望内容を基本として、 中長期的な視野に

立ち、 より安全安心かつアウトカム重視で持続可能な医療提供体制の実現を目指して、

下記の全7項目を要望する。

記

1. 全ての入院基本料の引き上げ

安全安心な地域医療を継続していくためにも、 全ての病院の病棟入院基本料の

大幅な引き上げを要望する。

ー

MC-1



MC-2



MC-3




